
１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

(1)　棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法によっている。

(2)　固定資産の減価償却の方法

固定資産(リース資産を除く)の減価償却は、定額法によっている。

(3)　引当金の計上基準

・賞与引当金

(4)　リース取引の処理方法

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有の固定資産に

適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(5)　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．会計方針の変更

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

特定資産

減価償却引当資産

建物

建物附属備品

構築物

機械・装置

什器備品

定期預金

281,057 2,977,994

1,260,877 2,958,427 419,474 3,799,830

50,000,000 0 0 50,000,000

451,051 2,808,000

　平成２３年度から、「公益法人会計基準」(平成20年4月11日　平成21年10月16日改正

内閣府公益認定等委員会)を適用している。

財務諸表に対する注記

　職員に対する賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額のうち当期に帰属する額

を計上している。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

100,000,000 0 0 100,000,000

小　　　計 100,000,000 0 0 100,000,000

28,047,389 2,077,774 0 30,125,163

111,312,760

合　　　計 180,238,300 32,555,374 1,480,914 211,312,760

小　　　計 80,238,300 32,555,374 1,480,914

0 361,119 117,864

6,284,373

18,007,536

112,500

306,764

6,396,873

18,314,300

0

0

478,983



５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

特定資産

減価償却引当資産

建物

建物附属備品

構築物

機械・装置

什器備品

定期預金

６．担保にしている資産

該当なし。

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

特定資産

建物

建物附属備品

構築物

機械・装置

什器備品

その他固定資産

構築物

機械・装置

車両運搬具

什器備品

リース資産

その他固定資産

８．保証債務等の偶発債務

該当なし。

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし。

86,589,535 10,191,430

5,574,550 5,574,549 1

4,556,160 4,556,160 0

3,409,688 2,137,516

26,611,431 3,168,786

小　　計

53,092,850 47,342,379 5,750,471

29,780,217

(1,451,452)

38,027,100 6,839,503 31,187,597

2,977,994

小　　　計

3,799,830 (1,183,838) (2,615,992) －

50,000,000 － (50,000,000) －

－2,977,994

2,407,459 117,864

1,272,172

367,500 367,500 0

4,354,457 1,376,463

科　　目 当期末残高
（うち指定正味
財産からの充当
額）

（うち一般正味
財産からの充当
額）

（うち負債に対
応する額）

100,000,000 (100,000,000) － －

小　　　計 100,000,000 (100,000,000) － －

－

－

合　　　計 211,312,760 (113,045,108) (98,267,652) －

117,864 (112,264) (5,600)

111,312,760 (13,045,108) (98,267,652)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高科　　目

6,436,147 2,636,317 3,799,830

134,808,065 93,429,038 41,379,027

96,780,965小　　計

合　　計

18,007,536

6,284,373

(10,163,225)

(3,831,130)

30,125,163 (30,125,163)

2,525,323

－

－

(7,844,311)

(2,453,243)

18,007,536

6,284,373

－

(1,526,542)

18,314,300

6,396,873

306,764

112,500



10．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

委託金

11．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

12．関連当事者との取引の内容

該当なし。

13．重要な後発事象

該当なし。

14．リース取引関係

(1)　所有権移転ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

その他固定資産

菌床シイタケ生産事業におけるシイタケ栽培施設(構築物)である。

(2)　所有権移転外ファイナンス・リース取引

リース資産の内容

該当なし

0

新城市 2,086,598

補助金等の名称 交付者
前期末
残　高

当　期
増加額

当期末
残　高

一般正味財産

5,771,000

1,900,000

貸借対照表上の
記　載　区　分

当　期
減少額

0

12,061,000

1,102,490

内　　　容

一般正味財産

1,102,490 13,045,108 指定正味財産

26,162,738

301,666

1,900,000

農林業公社助成事業
補助金

新城市

山間地営農等振興事
業補助金

じねんじょむかご生
産業務委託料

(公社)愛知県
園芸振興基金
協会

15,204,228 13,045,108

0

0

金　額 備　　　考

平成23年度及び平成29年度山間地
営農等振興事業補助金

農業研修生住居費助
成事業補助金

農業研修生住居費助
成事業補助金

新城市

愛知東農協協
同組合

減価償却費計上による振替額

合　　　計

合　　　　計 2,086,598

経常収益への振替額

1,102,490

一般正味財産
農地中間管理事業業
務委託費

(公財）愛知
県農業振興基
金

0450,926450,9260

一般正味財産
新規就農者確保対策
業務委託料

新城市 0 5,361,480 5,361,480 0

5,771,000

0

15,000

0

0

301,666

0

15,000 0
農業ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受入補
助金

（一社）全国
農業会議所

一般正味財産

一般正味財産

一般正味財産

0

301,666 301,666


